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案  

 

答   申  

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）２５条２項の規定に基づく保護変更決定処分に係

る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申

する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○市福祉事務所長（以下「処分庁」

という。）が請求人に対し、平成２８年５月２０日付けで行った

法２５条２項の規定に基づく保護変更決定処分（以下「本件処

分」という。）について、その取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分は違法又は不当

であると主張する。  

１  本件処分以前は少なくても月額４０，０００円以上であった扶

助の額が０円になったのでは、請求人において憲法２５条が国民

に保障する健康で文化的な生活を送ることは困難である。  

請求人は高齢であり、かつ、様々な病気を抱え入院生活を余儀

なくされているため、自ら仕事をして収入を得ることができず、

その上、金銭的援助を期待できる親族もいない。また、多くの病

気を抱えながら日常生活を送っているため、医療費以外の生活に
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係る出費も少なくない。上記のような請求人の個別具体的事情に

ついて十分に配慮し斟酌することなく、居宅から入院となった事

実のみをもって機械的になされた本件処分は、国民の健康で文化

的な生活を実質的に保障する憲法２５条に反することは明らかで

ある。  

２  処分庁は、厚生労働大臣の定める基準（昭和３８年４月１日付

厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）に基づいて

行った本件処分は適法・適正であると弁明するが、本件処分の基

となった保護基準自体が憲法２５条並びに法１条、３条、８条１

項及び２項に違反しているから、保護基準に基づいてなされた本

件処分には法５６条の「正当な理由」がない。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項に

より、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

 年  月  日   審  議  経  過  

平成２８年１０月  ６日  諮問  

平成２８年１１月  ８日  審議（第３回第１部会）  

平成２８年１２月１５日  審議（第４回第１部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  法４条１項によれば、「保護は、生活に困窮する者が、その
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利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の

生活の維持のために活用することを要件として行われる。」も

のとされている。  

⑵  入院患者の基準生活費の算定について  

ア  保護基準によれば、入院患者日用品費は「病院又は診療所

に１か月以上入院する者」について月額２２，６８０円以内

で算定することとされている（別表第１・第３章・１・⑴及

び⑵）。  

イ  そして、生活保護の決定・支給事務は法定受託事務である

ところ、法を所管する厚生労働省が発した法の事務処理基準

（地方自治法第２４５条の９第１項及び第３項）である「生

活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月

１日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」

という。）によれば、「病院又は診療所において給食を受け

る入院患者については、入院患者日用品費が計上される期間

に限り基準生活費は算定しないこと。」とされている（第７

・２・⑶・ア）。また、「保護受給中の者が月の中途で入院

し、入院患者日用品費を算定する場合でオ又はカに該当しな

いときは、入院患者日用品費は入院日の属する月の翌月の初

日から計上すること。この場合、入院月の一般生活費の認定

の変更（各種加算の額の変更を含む。）は要しないものとす

ること。」とされている（第７・２・⑶・エ）。  

⑶  加算について  

保護基準によれば、「障害等級表の１級若しくは２級又は国

民年金法施行令別表に定める１級のいずれかに該当する障害の

ある者」のうち、１級地（○○市を含む。）に在宅する者につ

いては月額２６，３１０円を、入院患者については月額２１，

８９０円をそれぞれ加算することとされている（別表第１・第
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２章・２・⑴及び⑵）。  

同じく、保護基準によれば、「特別児童扶養手当等の支給に

関する法律施行令別表第１に定める程度の障害の状態にあるた

め、日常生活において常時の介護を必要とする者については、

別に１４，４８０円を算定するものとする。」とされている

（別表第１・第２章・２・⑶）。  

⑷  収入認定について  

ア  法８条１項によれば、「保護は、厚生労働大臣の定める基

準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その

者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度

において行うものとする。」とされている。  

したがって、就労に伴う収入あるいは就労に伴う収入以外

の収入がある場合には、その収入額は、当該受給者の収入と

して認定されることになり、当該受給者の保護の基準とされ

た金額から控除されることになる。  

イ  同じく、厚生労働省による法の事務処理基準（地方自治法

第２４５条の９第１項及び第３項）である「生活保護法によ

る保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日厚生省発

社 第 １ ２ ３ 号 厚 生 事 務 次 官 通 知 。 以 下 「 次 官 通 知 」 と い

う。）によれば、保護における収入認定に当たっては、保護

の実施機関は、公の給付については、その実際の受給額を収

入として認定することとされている（第８・３・⑵・ア・

(ｱ)）。  

また、局長通知によれば、恩給法等による給付で、６か月

以内の期間ごとに支給される年金又は手当については、実際

の受給額を原則として受給月から次回の受給月の前月までの

各月に分割して収入認定することとされている（第８・１・

⑷・ア）。  
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そして、「生活保護運用事例集２０１３（平成２７年度修

正版）」（東京都福祉保健局生活福祉部保護課作成）問７－

２５によれば、都においては、心身障害者福祉手当について

は、月額１７，０００円までは収入として認定しない特例的

取扱いの承認を受けているとされている。  

⑸  収入充当について  

次官通知によれば、保護の種類は、第８によって認定した収

入を、「原則として、第１に衣食等の生活費に、第２に住宅費

に、第３に教育費及び高等学校等への就学に必要な経費に、以

下介護、医療、出産、生業（高等学校等への就学に必要な経費

を除く。）、葬祭に必要な経費の順に充当させ、その不足する

費用に対応してこれを定めること。」とされている（第１０）。  

⑹  本人支払額について  

法の事務処理基準（地方自治法第２４５条の９第１項及び第

３項）である「生活保護法による医療扶助運営要領について」

（昭和３６年９月３０日付社発第７２７号厚生省社会局長通知。

以下「医療局長通知」という。）によれば、福祉事務所長は、

現に医療扶助を受けている者の本人支払額の決定において、

「要保護者が医療扶助のみの適用を受ける者である場合には、

保護の実施要領についての通知の定めるところにより当該要保

護者の属する世帯の収入充当額から当該世帯の医療費を除く最

低生活費を差し引いた額をもって本人支払額とすること。」と

されている（第３・２・⑵・ア）。  

２  本件処分について  

これを本件についてみると、本件意見書に「今後約３ヶ月のリ

ハビリ・入院を予定」と記載されていたこと、処分庁の職員が請

求人の長女から「入院は２か月程度となる見込みである」旨聞き

取っていたことからすれば、処分庁が、本件処分の時点において、
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請求人の入院が１か月以上になると判断したことには合理性があ

ると認められる。  

したがって、保護基準及び局長通知によれば、請求人について

は、１か月以上入院することを要する者に対する扶助額が適用さ

れ、月額で、生活扶助は入院患者日用品費の基準額の全額である

２３，１５０円（入院前は７４，６３０円（居宅））及び障害者

加算２１，８９０円（１級地・入院患者）（入院前は２６，３１

０円（在宅者））、重度障害者加算１４，４８０円（入院前後で

変化なし）の計５９，０５０円となり、住宅扶助は２０，１００

円（入院前後で変化なし）となる。  

また、請求人の収入認定額は９１，６２８円（内訳：特別障害

者手当２６，６２０円及び障害基礎年金２級６５，００８円。な

お、心身障害者福祉手当１５，５００円については収入認定除外

となる。）であり、入院前後で変化がない。  

以上により、請求人の平成２８年６月分の保護費は、生活扶助

５９，０５０円及び住宅扶助２０，１００円の合計から、収入認

定額９１，６２８円を控除した△１２，４７８円となり、請求人

は医療扶助のみの適用を受ける者となることから、処分庁は、医

療局長通知に基づき、医療費の本人支払額が月１２，４７８円と

なる旨の本件処分を行ったことが認められる。  

そうすると、本件処分は、上記１の法令等の定めに従い適正に

なされたものといえ、違法又は不当な点を認めることはできない。  

３⑴  請求人は、上記（第３・１）のとおり、保護費の額が少ない

と主張する。  

しかし、前述（２）のとおり、本件処分はいずれも上記１の

法令の定め及び厚生労働省の通知・指針等に基づき適正になさ

れており、違算等の事実も認められないことから、本件処分を

違法又は不当なものと評価することができないことは明らかで
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あり、請求人の主張には、理由がない。  

⑵  また、請求人は、上記（第３・２）のとおり、保護基準は憲

法２５条並びに法１条、３条、８条１項及び２項に違反してい

るから、本件処分には法５６条にいう「正当な理由」がないと

主張する。  

保護基準の是正を求める請求人の主張について、審理員意見

書は、そもそも行政機関である処分庁及び審査庁は、現行の法

令を所与のものとし、これに則って処分や審査請求に対する判

断を行うものであるから、法規範としての性格を有する保護基

準自体に対する不服を理由として、法令に適合した本件処分を

取り消すことはできないとするが、当該判断は妥当である。  

また、最高裁判所第三小法廷平成２４年２月２８日判決を引

用しつつ審理員意見書が法５６条について示した判断も妥当で

ある。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

 以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

 よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

 髙橋滋、窪木登志子、筑紫圭一  

 


